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また、法第１０条の「労働組合等との交渉の状況」の労働組合等には、労働者の過半数で組織する労働組

合その他の多数労働組合や事業場の過半数を代表する労働者のほか、少数労働組合や、労働者で構成さ

れその意思を代表する親睦団体等労働者の意思を代表するものが広く含まれるものであり、第四銀行事

件最高裁判決で列挙されている「⑤労働組合等との交渉の経緯」「⑥他の労働組合又は他の従業員の対

応」はこれに該当するものです。 

したがって、法第１０条の規定は判例法理に沿った内容であり、判例法理に変更を加えるものではありま

せん。 

○ 大曲市農業協同組合事件最高裁判決においては、「特に、賃金、退職金など労働者にとつ て重要な

権利、労働条件に関し実質的な不利益を及ぼす就業規則の作成又は変更については、当該条項が、その

ような不利益を労働者に法的に受忍させることを許容できるだけの高度の 必要性に基づいた合理的な

内容のものである場合において、その効力を生ずるものというべ きである。」と判示されており、法第１０

条の規定は、この判例法理についても変更を加え るものではありません。 

○ みちのく銀行事件最高裁判決においては、秋北バス事件最高裁判決、大曲市農業協同組合事件最高

裁判決及び第四銀行事件最高裁判決の判旨を引用した上で、「本件における賃金体系の変更は、短期的

にみれば、特定の層の行員にのみ賃金コスト抑制の負担を負わせているものといわざるを得ず、その負

担の程度も前示のように大幅な不利益を生じさせるものであり、それらの者は中堅層の労働条件の改善

などといった利益を受けないまま退職の時期を迎えることとなるのである。就業規則の変更によってこ

のような制度の改正を行う場合には、一方的に不利益を受ける労働者について不利益性を緩和するなど

の経過措置を設けること による適切な救済を併せ図るべきであり、それがないままに右労働者に大きな

不利益のみを受忍させることには、相当性がないものというほかはない。」と判示され、また、「本件で

は、行員の約７３％を組織する労組が本件第一次変更及び本件第二次変更に同意している。しかし、Ｘら

の被る前示の不利益性の程度や内容を勘案すると、賃金面における変更の合理性を判断する際に労組

の同意を大きな考慮要素と評価することは相当ではないというべきである。」と判示されており、法第１

０条の規定は、この判例法理についても変更を加えるものではありません。 
 

⑥ 就業規則の変更が法第１０条本文の「合理的」なものであるという評価を基礎付ける事実についての

主張立証責任は、従来どおり、使用者側が負うものです。 
 

⑦ 法第１０条本文の「当該変更後の就業規則に定めるところによるものとする」という法的効果が生じる

のは、同条本文の要件を満たした時点であり、通常は、就業規則の変更が合理的なものであることを

前提に、使用者が変更後の就業規則を労働者に周知させたことが客観的に認められる時点です。 
 

⑧ 法第１０条ただし書の「就業規則の変更によっては変更されない労働条件」として合意していた部分に

ついては、同条ただし書により、法第１２条に該当する場合（合意の内容が就業規則で定める基準に達

しない場合）を除き、その合意が優先するものです。 
 

⑨ なお、法第７条ただし書の「就業規則の内容と異なる労働条件を合意していた部分」については、将来

的な労働条件について 

i） 就業規則の変更により変更することを許容するもの 

ii） 就業規則の変更ではなく個別の合意により変更することとするもの 

のいずれもがあり得るものであり、ⅰ）の場合には法第１０条本文が適用され、ⅱ）の場合には同条ただし

書が適用されるものです。 


